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平成 1 6 年 3 月期　　  中間決算短信（連結）　　　　　　                平成 15 年 11 月 14 日

上場会社名        　　丸紅建材リース株式会社　　　　　　　　　　　                上場取引所 ： 東

コード番号           9763                                                    本社所在都道府県 ： 東京都
（ＵＲＬ  http://www.mcml-maruken.com/ ）

代  表  者         役職名　取締役社長   氏名  髙畑 千秋
問合せ先責任者   役職名　取締役管理本部副本部長  氏名  野見山 國光　 TEL (03) 5440－5111
中間決算取締役会開催日　   平成 15 年 11 月 14 日
米国会計基準採用の有無     無

１． 15 年 9 月中間期の連結業績（平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日）
(1) 連結経営成績                                  (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高    営業利益 経常利益

百万円　　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　　％

10,529 △0.4           237     △4.6 120    △17.715 年 9 月中間期
14 年 9 月中間期 10,574 △14.7 248 － 146 －

15 年 3 月期 22,256      965 758

中間(当期)純利益
１株当たり中間

(当期)純利益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

百万円　　　　％ 円　　銭 円　　銭

        29 △85.9 0.88 －15 年 9 月中間期
14 年 9 月中間期 211 － 6.16 －

15 年 3 月期 563 16.31 －
(注) ①持分法投資損益    15 年 9 月期 30 百万円    14 年 9 月期 28 百万円    15 年 3 月期 32 百万円

②期中平均株式数(連結) 15 年 9 月中間期 33,598,467 株   14 年 9 月中間期 34,283,727 株
15 年 3 月期     34,098,329 株

    ③会計処理の方法の変更　　　有
   ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

総資産    株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　　銭

33,615 5,516 16.4 164.2115 年 9 月中間期
14 年 9 月中間期 32,528 5,241 16.1 152.88

15 年 3 月期 36,358 5,526 15.2 163.76

(注) 期末発行済株式数(連結) 15 年 9 月中間期 33,594,301 株   14 年 9 月中間期 34,281,391 株
15 年 3 月期     33,701,768 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

営業活動による         
キャッシュ・フロー

投資活動による         
キャッシュ・フロー

財務活動による         
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

百万円 百万円 百万円 百万円

  506 △73 △832 1,73815 年 9 月中間期
14 年 9 月中間期 873 △52 △175 776

15 年 3 月期 3,071 △909 △160 2,132
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
   連結子会社数　　6 社　　 持分法適用非連結子会社数　　0 社　　 持分法適用関連会社数　　4 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
   連結(新規)　　1 社　  (除外)  0 社　　　持分法(新規)　　0 社　  (除外)　　0 社

２．16 年 3 月期の連結業績予想（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日）

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　　　期 23,000 840 680
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  　　20 円 24 銭

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。



１．企業集団の状況

  当社の企業集団は当社、子会社６社及び関連会社４社で構成され、建設基礎工事用
仮設鋼材の賃貸及び販売ならびに復元修理、各種異形仮設材の製作を主な内容とし、
さらに杭打抜山留架設工事等の事業活動を展開しております。
  当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次の
とおりであります。

　当　社　・　丸　建　工　事　㈱

マルケンシールドテック㈱

当社ならびに子会社、関連会社等の当該事業における位置付けの事業系統図は次のとおりであります。
 

　(持分法適用関連会社)

 　協  友  リ  ー  ス ㈱ 　　　顧　　　　　　　客
　 THAI MARUKEN CO.,LTD.

  　　　　鋼  鋼  
    及　　材  及 材  磁気･電磁波ｼｰﾙﾄﾞ事業

    び　　の  び の  
    販　　賃  販 賃  
    売　　貸  売 貸 　

金属屋根･デッキ事業

加 鋼   等 留 杭
工 材   の 架 打
等 の   請 設 抜
の 補   負 工 ・
委 修      事 山
託 ・  

     (連結子会社) (持分法適用関連会社)

  　東 　播 　工 　業　㈱ 関  東  荷  役　 ㈱

  　東　 北　 工　 業　㈱ 丸  城  工  業   ㈱

添 付 資料

区 分 事 業 内 容 会　　　　社　　　　名

当社・協友リース㈱・
ＴＨＡＩ ＭＡＲＵＫＥＮ ＣＯ．，ＬＴＤ.

事　　　業

事　　　業

賃 貸 及 び 販 売

重 仮 設 建 設 基 礎 工 事 用
仮 設 鋼 材 等 の

丸 建 工 事 ㈱

ﾏ ﾙ ｹ ﾝ ｼ ｰ ﾙ ﾄ ﾞ ﾃ ｯ ｸ ㈱

㈱ 日 建 板

生ゴミ粉砕装置を用いた
排水装置の製造・販売

日本環境テクノロジー㈱

(連結子会社)

当 社

(連結子会社)

加 工 等

金 属 屋 根 及 び
フラットデッキの
製造・販売・工事

その他事業

建 設 基 礎 工 事 用

金属屋根・
デッキ事業

加 工 ･ 運 送 収 入

当社・東播工業㈱・東北工業㈱
協友リース㈱・関東荷役㈱仮 設 鋼 材 の 補 修 ･

日本環境テクノロジー㈱

丸城工業㈱・ＴＨＡＩ ＭＡＲＵＫＥＮ ＣＯ．，ＬＴＤ.

　㈱　日　建　板

(連結子会社)

(連結子会社)

(その他の関係会社)

杭 打 抜 等 工 事

丸 紅 ㈱

磁気･電磁波シールド事業

生ゴミ粉砕装置を用いた
排水装置の製造・販売
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２．経営方針

（１）経営の基本方針

  当社は、土木建築工事の際の地下工事に欠かせない重仮設材の賃貸、工事などを主たる事業とし

て展開しており、今後も高度化する地下工事に対応し、得意先である建設業界のニーズに素早く応

え、社会資本整備の一端を担ってまいります。

  当社の経営の基本理念として以下の三項目を掲げ、役員、従業員一丸となって企業体質の強化に

取り組んでおります。

① 社会・株主に対して存在価値の高い会社を目指します。

② 顧客より高い評価と信頼を受ける会社を目指します。

③ 厳しく、公正な中にも夢と誇りを持てる会社を目指します。

（２）利益配分に関する基本方針

       当社は、利益配分につきましては、適正な利益をまず確保し、株主の皆様への利益の還元、企業

体質強化のための内部留保、ならびに従業員への処遇について、その配分を充分検討してまいりま

す。特に株主の皆様への利益の還元につきましては、当社は安定した配当を継続して行うことが企

業としての最も重要な責務であると考えております。

       なお、当期の配当につきましては、前期に引き続き年４円を予定しております。また、当社設立

３５周年に当りますので記念配当を考えております。

（３）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題

       建設業界におきましては、一部民間建設・設備投資の改善が見込まれるものの、公共建設投資の

減少を補うにはいたらず、厳しい経営環境が続くものと予想されます。

     このような環境のもと、当社は収益重視の経営基盤強化のために第３４期（一昨年）下期よりス

タートしたＭＴＳ（目標達成システム）アクションプランを引き続き強力に推進し、営業・技術及

び工事が一体となり付加価値を追求し更なる営業力強化に努めます。また、新規事業への参入を目

指し前期に新設した FK 事業部では多岐にわたる案件から、将来の収益の柱となるべく商材の選択

と集中を行い、事業の強化を図ってまいります。同時に財務体質の一層の強化、機動的な組織運営

を行うことにより、企業体質の強化を図り、経営計画「ビジョン２００４」の収益計画達成に向け

て全社一丸となって邁進してまいります。

（４）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

１） コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

      当社は、経営環境の変化に対応し迅速かつ適正な意思決定が行われるべく、体制作りを強化し

てまいります。
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２） コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレートガバナンス体制の状況

  取締役会は、原則月一回の開催のほか必要に応じて随時開催し、法令で定められた事項及び重要

な業務執行を決定し、取締役の職務執行を監督しております。また、取締役ならびに任命された部・

室長をもって構成する経営審議会を原則月二回開催し、経営方針、各業務の執行方針について審議、

報告を行っております。

  当社は、監査役制度を採用しており、各監査役が取締役会、経営審議会に出席し、取締役の職務

執行の監査を実施しております。監査役３名のうち２名は社外監査役であります。また、内部監査

部門として監査室を設置し、法令および諸規定に基づき業務監査及び会計監査を実施しております。

②弁護士と会計監査人等その他第三者の状況（会社のコーポレートガバナンス体制への関与状況）

  会計監査人は朝日監査法人に依頼しており、会計監査ならびに会計処理上のアドバイスを適宜受

けております。なお、当社と監査法人及びその関与社員との間には、特別な利害関係はありません。

顧問弁護士とは顧問契約に基づき、必要に応じてアドバイスを受けております。

   ③会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の

     概要

  当社の社外監査役２名のうち 1 名は当社常勤監査役であり、他の１名は主要仕入先の親会社であ

る伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社の取締役であります。

（５）関連当事者（親会社）との関係に関する基本方針

  当社は、筆頭株主である丸紅株式会社とは、経営情報の交換、人材の交流等多岐にわたり、良好

な協力関係にあります。

３．経営成績

（１）当中間期の概況

  当中間期におけるわが国経済は、株価の上昇や企業の設備投資の持ち直し等、緩やかな景気回復

基調を迎えております。一方、建設業界においては、地方財政の逼迫や構造改革の一環として公共

建設投資の抑制傾向が続き、縮小する建設市場をめぐり厳しい競争となりました。

  このような状況のもと当社は、ＭＴＳ（目標達成システム）アクションプランを継続推進し、経

営計画「ビジョン２００４」に沿って全社員の意識改革を徹底させ、高い目標設定を行い、収益重

視の経営基盤強化に努めてまいりました。また、新規事業を推進するＦＫ事業部は、積極的な人材

投入を行い商材の発掘に取り組んでまいりました。
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  一方、グループ会社の状況につきましては、今年３月に経営多角化及び収益拡大の一環として子

会社化した金属屋根、フラットデッキの製造、施工、販売を行う株式会社日建板は、受注競争の激

化に巻き込まれたものの、業績は概ね計画通りに推移し、主力工場である東北工場のデッキ製造ラ

インの改造を行い、生産体制の強化を図っております。また、海外におきましては、景気回復の兆

しのある東南アジア市場のなかで、昨年末に出資比率を引き上げたタイ国の合弁会社タイマルケン

は、インフラ整備関連の需要が見込まれます。また、タイ国のみならず近隣諸国での営業拡大を模

索しております。

  以上の諸施策の推進により、利益率の改善が図られたものの、市場縮小の影響を避けられず、売

上高は１０５億２千９百万円と前年同期比４千４百万円減収となり、経常利益は１億２千万円と前

年同期比２千６百万円の減益となりました。中間純利益につきましては、役員退職慰労引当金繰入

額等の特別損失を計上しました結果、２千９百万円となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

         当中間期における営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の減少がありましたものの、

それを上回る売上債権の回収促進、建設機材保有量の圧縮により、５億６百万円の増加となりまし

た。

  投資活動によるキャッシュ・フローは、子会社である株式会社日建板のデッキ製造ラインの改造

などにより、７千３百万円の支出増となりました。

  財務活動によるキャッシュ・フローは、資金調達の多様化を行い、長期借入による収入１９億円

及び社債発行による収入４億９千万円があり、一方短期借入金を３０億５千万円返済したことなど

により、差引８億３千２百万円の支出増となりました。

  これらの結果、当中間期末における現金及び現金同等物は３億９千９百万円減少し、１７億３千

８百万円となりました。

（３）通期の見通し

  今後の見通しにつきましては、株式市況の持ち直しや企業収益の改善等景気回復の兆しが見られ

るものの、個人消費は依然低調に推移しデフレ基調が続くものと予想され、今後の株価、為替レー

ト、米国経済の動向等、依然予断を許さない状況にあります。

  このような情勢の中、当社及び関連グループ各社は一体となって収益重視の経営基盤強化に取り

組み、通期の業績につきましては、売上高２３０億円、経常利益８億４千万円、当期純利益６億８

千万円を見込んでおります。



（１） 中間連結貸借対照表

 

 

現 金 及 び 預 金 781 1,738 957 2,132
受取手形及び売掛金 9,502 9,483 △ 18 11,165
建 設 機 材 10,650 10,165 △ 485 11,007
た な 卸 資 産 761 783 21 695
そ の 他 113 143 30 73
貸 倒 引 当 金 △ 560 △ 499 　 60 △ 489

合 計 21,249 21,815 565 24,584

土 地 7,359 8,458 1,099 8,444
そ の 他 1,788 1,945 157 1,961

小 計 9,147 10,404 1,257 10,405

54 72 18 81
小 計 54 72 18 81

　
投 資 有 価 証 券 755 729 △ 25 611
そ の 他 2,407 1,890 △ 516 2,041
貸 倒 引 当 金 △ 1,085 △ 1,305 △ 219 △ 1,366

小 計 2,076 1,314 △ 762 1,286

合 計 11,278 11,792 513 11,773

－ 7 7 －

32,528 33,615 1,087 36,358

  科     目

流 動 資 産

投資その他の資産

3.6

0.2

28.6

0.2

67.6

金 額 構成比

資 産 合 計

％

無 形 固 定 資 産

( 資 産 の 部 )

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

繰 延 資 産      -

％

金 額

100.0 100.0

64.9

構成比
％

65.3

28.1

構成比

４． 中間連結財務諸表等

        期     別 前中間連結会計期間末

( 平成 14 年 9 月 30 日現 在 )

(単位：百万円)

31.0

0.2

増 減

金 額

前 連 結 会 計 年 度当中間連結会計期間末

(平成15年9月30日現在) (平成15年3月31日現在)

金 額

100.0

3.9

34.7 35.1 32.4

     -0.0

6.4

-6-



支払手形及び買掛金 6,429 6,898 468 8,901
短 期 借 入 金 17,660 15,894 △ 1,765 18,377
そ の 他 1,771 1,881 110 2,016

合 計 25,861 24,674 　 △ 1,186 29,295

社 債 － 500 500 －
長 期 借 入 金 － 1,313 1,313 8
退職給付引当金 326 359 33 342
役員退職慰労引当金 － 55 55 －
再評価に係る繰延税金負債 1,032 999 △ 33 999
そ の 他 65 60 △ 5 62

合 計 1,424 3,287 1,862 1,412

27,286 27,962 676 30,707

0 136 135 124

2,651 2,651 　－ 2,651
919 919 　－ 919
394 630 235 746

1,422 1,455 33 1,455
△ 84 23 107 △ 131
△ 61 △ 101 △ 39 △ 64
△ 0 △ 62 △ 61 △ 50

5,241 5,516 　 275 5,526

32,528 33,615 1,087 36,358

       期     別

構成比 構成比

当中間連結会計期間末

金 額

前 連 結 会 計 年 度

金 額  科     目

(平成 15年 3月 31 日現在)( 平成 14 年 9 月 30 日現在 )

( 資 本 の 部 )

利 益 剰 余 金

( 負 債 の 部 )

固 定 負 債

負 債 合 計

（少数株主持分）

流 動 負 債

資 本 剰 余 金

資 本 金

少 数 株 主 持 分

％

80.6

増 減

金 額

前中間連結会計期間末

金 額 構成比

79.5

(単位：百万円)

0.3

％％

3.9

84.5

( 平成 15 年 9 月 30 日現在)

73.4

9.8

0.4

100.0

16.1

4.4

83.9

0.0

83.2

土地再評価差額金

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

自 己 株 式

及 び 資 本 合 計

負債、少数株主持分

資 本 合 計 16.4

100.0

15.2

100.0
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（２） 中間連結損益計算書
 (単位：百万円)

 
百分比 百分比 百分比

％ ％ ％

10,574 100.0 10,529 100.0 △ 44 22,256 100.0

9,060 85.7 8,903 84.5 △ 157 18,790 84.4

1,513 14.3 1,626 15.5 112 3,465 15.6

1,264 12.0 1,388 13.2 124 2,500 11.3

 248 2.3 237 2.3 △ 11 965 4.3

58 0.6 57 0.5 △ 1 106 0.5

( 9 ) ( 6 ) ( △ 2 ) ( 11 )

( 28 ) ( 30 ) ( 2 ) ( 32 )

( 21 ) ( 20 ) ( △ 1 ) ( 62 )

160 1.5 173 1.7 13 312 1.4

( 132 ) ( 149 ) ( 17 ) ( 265 )

( 28 ) ( 23 ) ( △ 4 ) ( 47 )

 146 1.4 120 1.1 △ 26 758 3.4

176 1.7 18 0.2 △ 158 135 0.6

( 1 ) ( 3 ) ( 1 ) ( 1 )

( － ) ( 4 ) ( 4 ) ( 1 )

( 175 ) ( 10 ) ( △ 165 ) ( 132 )

100 1.0 92 0.9 △ 8 309 1.4

( 1 ) ( 4 ) ( 2 ) ( 10 )

( 7 ) ( 11 ) ( 3 ) ( 7 )

( 37 ) ( － ) ( △ 37 ) ( 122 )

( － ) ( 24 ) ( 24 ) ( － )

( 29 ) ( 21 ) ( △ 7 ) ( 29 )

( － ) ( 30 ) (　 30 ) ( － )

( 24 ) ( － ) ( △ 24 ) ( 139 )

 222 2.1 46 0.4 △ 175 584 2.6

11 0.1 11 0.1 △ 0 20 0.1

△ 0 △ 0.0 △ 1 △ 0.0 △ 0 0 0.0

0 0.0 7 0.0 7 0 0.0

 211 2.0 29 0.3 △ 181 563 2.5

経 常 利 益

投資有価証券売 却益

固 定 資 産 処 分 損

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

少 数 株 主 利 益

工 場 閉 鎖 費 用

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税

税金等調整前中間(当期)純利益

役 員 退 職 慰 労 金

役員退職慰労引当金繰入額

投資有価証券評 価損

ｺ ﾞ ﾙ ﾌ 会 員 権 評 価 損

自平成14年 4月 1日

支 払 利 息

受取利息及び受取配当金

自平成15年 4月 1日

至平成15年 9月30日

    科    目 金 額

持分法による投資利益

投資有価証券売 却損

固 定 資 産 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

そ の 他

そ の 他

営 業 外 費 用

前中間連結会計期間

至平成15年 3月31日

売 上 原 価

金 額

当中間連結会計期間

売 上 高

前連結会計年度

金 額

       期     別

自平成14年 4月 1日

至平成14年 9月30日

増 減

金 額
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3,889 919 3,889

256 － 256
( 256 ) ( － ) ( 256 )

3,226 － 3,226
( 3,226 ) ( － ) ( 3,226 )

919 919 919

△ 2,786 746 △ 2,786

( △ 2,786 ) ( 746 ) ( △ 2,786 )

3,180 29 3,532
( 2,969 ) ( － ) ( 2,969 )

 ( 211 ) ( 29 ) ( 563 )

－  146  －
( － ) ( 134 ) ( － )

( － ) ( 7 ) ( － )

( － ) ( 4 ) ( － )

   

   科     目

利益剰余金中間期末(期末)残高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資本準備金減少差益増加高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資 本 準 備 金 取 崩 額

資本剰余金中間期末(期末)残高

資 本 準 備 金 取 崩 額

394

自平成14年 4月 1日

至平成14年 9月30日

金 額 金 額

当中間連結会計期間

630 746

金 額

(単位：百万円)

（３） 中間連結剰余金計算書

自平成14年 4月 1日

至平成15年 3月31日

前中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成15年 4月 1日

至平成15年 9月30日

             期     別

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高
連 結 剰 余 金 期 首 残 高
又 は 欠 損 金 期 首 残 高 ( △ ）

利 益 剰 余 金 増 加 高

連結子会社増加に伴う利益剰余金減少高

配 当 金

取 締 役 賞 与

利 益 剰 余 金 減 少 高
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（４） 中間連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書

   科     目

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ･フロー
1. 222 46 584
2. 135 105 241
3. 64 17 37
4. 2 24 △ 0
5. △ 190 △ 51 △ 57
6. - 55 -
7. △ 9 △ 6 △ 11
8. 132 149 265
9. △ 28 △ 30 △ 32
10. - 1 -
11. 1 2 2
12. △ 1 △ 0 6
13. 37 - 122
14. 7 6 6
15. - 7 -
16. 24 - 139
17. 2,156 1,686 1,281
18. 771 757 648
19. △ 41 △ 68 △ 0
20. 22 132 355
21. △ 2,256 △ 2,215 △ 138
22. 32 △ 51 62
23. △ 61 113 △ 169
24. - △ 7 -

小 計 1,023 674 3,343
25. 9 12 26
26. △ 132 △ 159 △ 271
27. △ 26 △ 21 △ 26

873 506 3,071

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ･フロー
1. △ 5 - -
2. △ 149 - △ 749
3. 150 - 750
4. △ 22 △ 1 △ 28
5. 10 32 15
6. △ 20 △ 116 △ 1,026
7. 0 12 1
8. △ 2 - △ 2
9. △ 18 △ 10 △ 24
10. 6 8 74
11. - - 80

△ 52 △ 73 △ 909

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ･フロー
1. △ 35 △ 3,050 164
2. - 1,900 -
3. △ 140 △ 28 △ 275
4. - 490 -
5. △ 0 △ 11 △ 50
6. - △ 133 -

△ 175 △ 832 △ 160

Ⅳ  現金及び現金同等物の増加･減少(△)額 645 △ 399 2,002
Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高 130 2,132 130
Ⅵ  新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 - 5 -
Ⅶ  現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 776 1,738 2,132

財務活動によるキャッシュ･フロー

貸 倒 引 当 金 の 減少(△)額

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

支 払 利 息

有価証券及び投資有価証券の売却損･益(△)

投 資 有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 売 却 損 ・ 益 ( △ )

固 定 資 産 除 却 損

工 場 閉 鎖 費 用

配 当 金 の 支 払 額

短期借入金の純増加･減少(△)額

有形固定資産の売却による収入

貸 付 に よ る 支 出

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

長期借入金の返済による支出

新規連結子会社取得による収入

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

投資活動によるキャッシュ･フロー

長 期 借 入 に よ る 収 入

(単位：百万円)

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

利 息 の 支 払 額

その他の流動負債の増加・減少(△)額

法 人 税 等 の 支 払 額

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

前 連 結 会 計 年 度

自平成１４年 ４月  １日

至平成１５年 ３月３１日
金 額金 額

当 中 間 連 結 会 計 期 間

自平成１５年 ４月  １日

至平成１５年 ９月３０日
金 額

前 中 間 連 結 会 計 期 間

自平成１４年 ４月  １日

至平成１４年 ９月３０日

             期     別    

役員退職慰労引当金の増加額

社 債 発 行 費 償 却

取 締 役 賞 与 の 支 払 額

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

未払消費税等の増加・減少(△)額

税金等調整前中間(当期)純利益

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額

賞与引当金の増加･減少(△)額

減 価 償 却 費

有形固定資産の取得による支出

売 上 債 権 の 減 少 額

た な 卸 資 産 の 減 少 額

仕 入 債 務 の 減 少 額

その他の流動資産の 増加 (△ )額

そ の 他 の 固 定 資 産 の 減 少 額

定期預金の預入れによる支出

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

営業活動によるキャッシュ･フロー
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
 
前連結会計年度において非連結子会社でありました日本環境テクノロジー㈱は、重要性が増したことによ
り、当中間連結会計期間より連結の範囲に含めております。
これにより連結子会社は、丸建工事㈱・ﾏﾙｹﾝｼｰﾙﾄﾞﾃｯｸ㈱・東播工業㈱・東北工業㈱・㈱日建板・日本環
境テクノロジー㈱の６社となりました。
  

２．持分法の適用に関する事項

  CO.,LTD. であります。
②持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の中間会計期間に係
  る中間財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社のうち、東北工業㈱・㈱日建板・日本環境テクノロジー㈱の中間決算日は 6月30日、東播工業
㈱は 8月31日であります。

間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
（イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部
資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
移動平均法による原価法によっております。

②デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価方法
  時価法によっております。
③建設機材の評価基準及び評価方法
  購入年度別、総平均法による原価から定額法による減耗費を控除した額によっております。
④たな卸資産の評価基準及び評価方法

      主として総平均法による原価法によっております。ただし連結子会社の
　　　 ㈱日建板は移動平均法による原価法によっております。
      個別法による原価法によっております。

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

　ては定額法によっております。  
　なお、耐用年数は以下のとおりであります。
　　その他（建物及び構築物） ５年～５０年
　　その他（機械装置及び運搬具） ２年～１８年
　　その他（工具器具備品） ２年～２０年
②無形固定資産

  に基づく定額法によっております。
③長期前払費用

（ハ）繰延資産の処理方法
  社債発行費 社債発行費は、3年間で均等償却しております。

（ニ）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。ただし、提出
会社は賞与支給見込額を未払費用として計上しております。

①関連会社４社の全てについて持分法を適用しており、その主要な会社名は協友リース㈱と THAI MARUKEN 

  商品、材料及び貯蔵品

  未 成 工 事 支 出 金

時価のあるもの
そ の 他 有 価 証 券

  定率法によっております。 ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く)につい

  定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等によ

連結子会社の数は６社であります。

中間連結財務諸表の作成に当たっては、それぞれ同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との

時価のないもの

  定額法によっております。

-11-



③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額
及び年金資産に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる
額を計上しております。なお、会計基準変更時差異(620百万円）については、15年

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（11年）による按分額を処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度における発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(11年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度よ
り処理しております。
（追加情報）
過去勤務債務及び数理計算上の差異は、従来、平均残存勤務期間以内の一定の年数
(13年)で償却しておりましたが、近年の新規採用抑制による従業員の大幅な減少に
より、平均残存勤務期間の再検討を行いました。その結果、従来の処理年数より平
均残存勤務期間(11年)が短くなったため、当中間連結会計期間から処理年数を11年
とすることとしました。
この結果、従来の処理年数に比較して、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間
純利益がそれぞれ１百万円増加しております。なお、セグメント情報に与える影響
は（セグメント情報）に記載しております。

④役員退職慰労引当金 提出会社及び連結子会社１社は、役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づ
く当中間連結会計期間末要支給額を計上しております。
（会計処理方法の変更）
提出会社の役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、
当中間連結会計期間より内規に基づく中間連結会計期間末要支給額を役員退職慰労
引当金として計上する方法に変更しております。
この変更は、役員退職慰労引当金の会計慣行の定着化に鑑み、将来の支出に備え、
役員退職慰労金を在任する各期に費用配分することで期間損益をより適正化するた
めに行ったものであります。
この変更に伴い、当中間連結会計期間の発生額７百万円は販売費及び一般管理費に、
過年度分相当額３０百万円は特別損失に計上しております。
この結果、従来と同一の方法によった場合に比べ、営業利益及び経常利益は７百万円

少なく計上され、税金等調整前中間純利益は３８百万円少なく計上されております。

なお、セグメント情報に与える影響は（セグメント情報）に記載しております。

（ホ）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（ヘ）重要なヘッジ会計の方法
(1)ヘッジ会計の方法
   繰延ヘッジ処理によっております。
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象
   ヘッジ手段     金利スワップ取引
   ヘッジ対象     借入金金利
(3)ヘッジ方針
     デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度等を定めた社内管理規定に基づき、金利リスクの軽減、
     資金調達コストの低減を目的に金利に係るデリバティブ取引を行っております。
(4)ヘッジ有効性評価の方法
     原則としてヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・
     フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額
     等を基礎に判断しております。

（ト）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理
    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
手許現金、随時引き出し可能な預金及び取得日から３ｹ月以内に満期日の到来する流動性の高い、
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資から
なっております。

による按分額を費用処理しております。
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(６）注 記 事 項 

(中間連結貸借対照表関係)           前中間連結会計期間末  当中間連結会計期間末　  前連結会計年度末

1．有形固定資産の減価償却累計額 5,550  百万円 6,188  百万円 6,348  百万円

2．担 保 提 供 資 産 7,199  百万円 6,974  百万円 6,820  百万円

3．保 証 債 務 988  百万円 829  百万円 903  百万円

  （  510  百万円） (　302  百万円） 　 （　333  百万円） 

4．手形債権信託契約に基づく手形譲渡高 400  百万円 －  百万円 672  百万円

5．土 地 の 再 評 価   土地の再評価に関する法律(平成10年   土地の再評価に関する法律(平成10年

  3月31日公布法律第34号）に基づき、   3月31日公布法律第34号）に基づき、

  平成14年3月31日に事業用の土地の再   平成14年3月31日に事業用の土地の再

  評価を行っております。   評価を行っております。

  なお、再評価差額については、土地   なお、再評価差額については、土地

  の再評価に関する法律の一部を改正   の再評価に関する法律の一部を改正

  する法律(平成11年3月31日公布法律   する法律(平成11年3月31日公布法律

  第24号）に基づき、当該再評価差額   第24号）に基づき、当該再評価差額

  に係る税金相当額を「再評価に係る   に係る税金相当額を「再評価に係る

  繰延税金負債」として負債の部に計   繰延税金負債」として負債の部に計

  上し、これを控除した金額を「土地   上し、これを控除した金額を「土地

  再評価差額金」として資本の部に計   再評価差額金」として資本の部に計

  上しております。   上しております。

 （再評価の方法）  （再評価の方法）

  土地の再評価に関する法律施行令   土地の再評価に関する法律施行令

  (平成10年3月31日公布政令第119号)   (平成10年3月31日公布政令第119号）

  第2条第4号に定める「地価税法第16   第2条第4号に定める「地価税法第16

  条に規定する地価税の課税価格の計   条に規定する地価税の課税価格の計

  算の基礎となる土地の価額を算定す   算の基礎となる土地の価額を算定す

  る為に国税庁長官が定めて公表した   る為に国税庁長官が定めて公表した

  方法により算定した価額」に時点修   方法により算定した価額」に時点修

　正等の合理的な調整を行って算定   正等の合理的な調整を行って算定

  しております。   しております。

　
  再評価を行った年月日   再評価を行った年月日

　    平成14年3月31日 　　　平成14年3月31日

  再評価を行った土地の期末における

  時価の合計額が再評価後の帳簿価額

  の合計額を下回る金額

　　　1,075百万円

       
現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

            前中間連結会計期間   当中間連結会計期間

現金及び預金勘定 781 百万円 1,738 百万円 2,132 百万円 

預入期間が3ケ月を超える定期預金 △5 百万円 － 百万円 － 百万円 

現金及び現金同等物  776 百万円 1,738 百万円 2,132 百万円 

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引(借主側)  
①リース物件の取得価額相当額、             前中間連結会計期間   当中間連結会計期間

  減価償却累計額相当額及び中
  間期末(期末)残高相当額

225 百万円 379 百万円 311 百万円

92 百万円 141 百万円 101 百万円

133 百万円 238 百万円 209 百万円

②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額
50 百万円 79  百万円 66 百万円

83 百万円 158  百万円 143 百万円

133 百万円 238  百万円 209 百万円

27 百万円 41  百万円 55 百万円

27 百万円 41  百万円 55 百万円
 

(注)1．取得価額相当額及び未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、支払利子込み法により算定しております。
(注)2．減価償却費相当額の算定方法は、リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

減 価 償 却 費 相 当 額

１ 年 超

合      計

③支払リース料及び減価償却費相当額
支 払 リ ー ス 料

取 得 価 額 相 当 額
減 価 償却 累計 額相 当額
中間期末(期末)残高相当額

１ 年 以 内

    前連結会計年度

  （内、再保証を受けている金額）

（中間連結キャッシュ･フロ－計算書関係）  

    前連結会計年度

　　　同　　左

-13-



１．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自平成１４年４月１日   至平成１４年９月３０日）

(1) 外部顧客に対する売上高 6,699 1,162 2,713 10,574 － 10,574
(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部

売 上 高 又 は 振 替 高 － － － － － －
6,699 1,162 2,713 10,574 － 10,574
5,975 1,221 2,764 9,961 363 10,325

723 △ 59 △ 51 612 ( 363 ) 248

当中間連結会計期間（自平成１５年４月１日   至平成１５年９月３０日）

(1) 外部顧客に対する売上高 6,962 1,642 1,395 528 10,529 － 10,529
(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部

売 上 高 又 は 振 替 高 － － － － － － －
6,962 1,642 1,395 528 10,529 － 10,529
6,477 1,685 1,360 500 10,023 268 10,292
485 △ 43 35 28 　 505 (　 268 ) 237

前連結会計年度（自平成１４年４月１日   至平成１５年３月３１日）

外部顧客に対する売上高 13,664 2,494 6,096 22,256 － 22,256
セ グ メ ン ト 間 の 内 部

売 上 高 又 は 振 替 高 － － － － － －
13,664 2,494 6,096 22,256 － 22,256
12,275 2,482 5,944 20,703 587 21,291
1,389 11 151 1,552 ( 587 ) 965

(注) (１)事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高を外部売上高と区分して記載することが困難なため、一括して記載しております。

(３)各事業区分に属する主要な内容

（前中間連結会計期間及び前連結会計年度）

  鋼材関連売上 建設基礎工事用仮設鋼材及びその他の鋼材の販売

  賃貸料収入 建設基礎工事用仮設鋼材の賃貸

  その他売上 建設基礎工事用仮設鋼材の修理・加工・運送等

（当中間連結会計期間）

　重仮設事業 建設基礎工事用仮設鋼材等の賃貸及び販売

　加工等事業 建設基礎工事用仮設鋼材の修理・加工・運送

　金属屋根・ﾃﾞｯｷ事業 金属屋根及びフラットデッキの製造・販売・工事

　その他事業 建設基礎工事用仮設鋼材の工事、その他

(４)営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社本社の総務部等管理部門に

　　係る費用であります。   

      前中間連結会計期間 363百万円 前連結会計年度  587百万円

(５)事業区分の変更

　事業区分の方法は、従来、内部管理上採用している区分に売上形態を加味して、鋼材関連売上、賃貸料収入及びその他

　売上の３セグメントに区分しておりましたが、当中間連結会計期間より売上形態を加味せず、重仮設事業、加工等事業、

　金属屋根・デッキ事業、その他事業の４セグメントに変更いたしました。

　この変更は、前連結会計年度末の株式取得により連結子会社となった㈱日建板の損益計算書を当中間連結会計期間から

　連結対象としたことを機に、売上形態に関わらずグループ全体としての事業の位置付けと経営責任を明確にした事業実

　態を反映したセグメントとするために行ったものであります。

　なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において当中間連結会計期間の事業区分によった場合の事業の種類別セ

　グメント情報は、次のとおりであります。

そ の 他
事 業

売 上

重 仮 設
事 業

加 工 等
事 業

金属屋根・
デッキ事業

消 去 又 は
(単位：百万円)

全 社
計

計

計

営 業 費 用

 268百万円     当中間連結会計期間

売 上 高

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失 ( Δ )

鋼 材 関 連
売 上

営 業 費 用

売 上 高

連 結
全 社

計
消 去 又 は鋼 材 関 連

売 上
賃 貸 料
収 入

そ の 他

営 業 利 益

計

(1)

(2)

(単位：百万円)

賃 貸 料
収 入

( セ グ メ ン ト 情 報 )

そ の 他
売 上

営 業 費 用

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失 ( Δ )

売 上 高

連 結

(単位：百万円)

連 結
全 社

消 去 又 は
計
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前中間連結会計期間（自平成１４年４月１日   至平成１４年９月３０日）

(1) 外部顧客に対する売上高 7,861 1,857 － 855 10,574 － 10,574
(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部

売 上 高 又 は 振 替 高 － － － － － － －
7,861 1,857 － 855 10,574 － 10,574
7,197 1,848 － 916 9,961 363 10,325

663 9 － △ 60 　 612 （　 363 ) 248

前連結会計年度（自平成１４年４月１日   至平成１５年３月３１日）

(1) 外部顧客に対する売上高 16,159 4,237 － 1,859 22,256 － 22,256
(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部

売 上 高 又 は 振 替 高 － － － － － － －
16,159 4,237 － 1,859 22,256 － 22,256
14,758 4,078 － 1,866 20,703 587 21,291
1,401 158 － △ 6 　 1,552 (　587 ) 965

(会計処理方法の変更)

  役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、当中間連結会計期間より内規に基づく中間連結

　会計期間末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しております。この結果、従来と同一の方法によ

　った場合に比べ消去又は全社の営業費用は７百万円多く計上され、営業利益は７百万円少なく計上されております。

(追加情報)

  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項4.に記載されているとおり、過去勤務債務および数理計算上の差

　異の処理年数は、従来、平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）で償却しておりましたが、平均残存勤務期間の再

　検討を行った結果、従来の処理年数より平均残存勤務期間（11年）が短くなったため、当中間連結会計期間から処理年

　数を11年とすることとしました。この変更に伴う各セグメントに与える影響は軽微であります。

２．所在地別セグメント情報
前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも全セグメントの連結売上高の合計に占める日本

の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３．海外売上高

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも海外売上高が連結売上高の10%未満のため、

海外売上高の記載を省略しております。

金属屋根・

デッキ事業

そ の 他

事 業

売 上 高

計

営 業 費 用

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失 ( Δ )

(単位：百万円)

計
消 去 又 は

連 結
全 社

売 上 高

計

営 業 費 用

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失 ( Δ )

(単位：百万円)

計
消 去 又 は

連 結
全 社

重 仮 設

事 業

加 工 等

重 仮 設

事 業

そ の 他

事 業事 業

加 工 等

事 業

金属屋根・

デッキ事業
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( 有 価 証 券 関 係 )
 前中間連結会計期間（平成１４年９月３０日現在）

①その他有価証券で時価のあるもの

種 類 取得原価
中間連結貸借対照表

計 上 額

(1)株 式 124 139
(2)債 券 － －

取得原価を超えるもの (3)その他 － －
小 計 124 139

(1)株 式 469 369
(2)債 券 － －

取得原価を超えないもの (3)その他 － －
小 計 469 369

593 508

②時価評価されていない主な有価証券

    子会社 株 式     1
    関連会社株式   223

  225
 

    非上場株式(店頭売買株式を除く)    21
    21

  246

 当中間連結会計期間（平成１５年９月３０日現在）
①その他有価証券で時価のあるもの

種 類 取得原価
中間連結貸借対照表

計 上 額

(1)株 式 126 239
(2)債 券 － －

取得原価を超えるもの (3)その他 － －
小 計 126 239

(1)株 式 343 268
(2)債 券 － －

取得原価を超えないもの (3)その他 － －
小 計 343 268

469 507

②時価評価されていない主な有価証券

    関連会社株式 201
201

    非上場株式(店頭売買株式を除く) 20
 20

221

連結貸借対照表計上額が

合 計

中間連結貸借対照表計上額

(2) その他有価証券

小 計

区 分

(1) 子会社及び関連会社株式

小 計

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額が －

 113
連結貸借対照表計上額が

合 計 38

 

差 額

－
－

△ 74

113

－

（単位：百万円）

－
△ 74

（単位：百万円）

差 額

 14

－
14

 △ 99
連結貸借対照表計上額が －

－
△ 99

合 計 △ 84

（単位：百万円）

区 分 中間連結貸借対照表計上額

(1) 子会社及び関連会社株式

小 計

合 計

(2) その他有価証券

小 計

-16-



 前連結会計年度（平成１５年３月３１日現在）

種 類 取得原価
連結貸借対照表

計上額

(1)株 式 11 15
(2)債 券 － －

取得原価を超えるもの (3)その他 － －
小 計 11 15

(1)株 式 495 359
(2)債 券 － －

取得原価を超えないもの (3)その他 － －
小 計 495 359

506 375

②時価評価されていない主な有価証券

    子会社株式 1
    関連会社株式 213

 
    非上場株式(店頭売買株式を除く) 20

235

（ デリバティブ取引関係 ）
   デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

  前中間連結会計期間（自 平成14年4月1日  至 平成14年9月30日）
    デリバティブ取引に関しましては、全てヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。
  当中間連結会計期間（自 平成15年4月1日  至 平成15年9月30日）
    デリバティブ取引に関しましては、全てヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。
  前連結会計年度（自 平成14年4月1日  至平成15年3月31日）
    デリバティブ取引に関しましては、全てヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。

①その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円）

差 額

 4
連結貸借対照表計上額が －

－
4

 △ 135
連結貸借対照表計上額が －

－
△ 135

合 計 △ 131

(単位：百万円）

区 分 連結貸借対照表計上額

計

(1) 子会社及び関連会社株式

(2) その他有価証券
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（１株当たり情報）           前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 　前連結会計年度

1． 152.88円

2． １株当たり中間(当期)純利益 6.16円
     なお、潜在株式調整後１株当たり なお、潜在株式調整後１株当たり

    中間純利益については、潜在株式  同 　 左 当期純利益については、潜在株式

    がないため記載しておりません。 がないため記載しておりません。

   （追加情報） (追加情報）

    当中間連結会計期間から「１株当 当連結会計年度から「１株当たり

    たり当期純利益に関する会計基準｣ 当期純利益に関する会計基準｣(企

    (企業会計基準委員会　平成14年9 業会計基準委員会 平成14年9月25

    月25日　企業会計基準第2号)及び － 日　企業会計基準第2号）及び「1

   「1株当たり当期純利益に関する会 株当たり当期純利益に関する会計

    計基準の適用指針」（企業会計基 基準の適用指針」（企業会計基準

    準委員会　平成14年9月25日　企 委員会 平成14年9月25日 企業会

    業会計基準適用指針第4号)を適用 計基準適用指針第4号)を適用して

    しております。 おります。なお、当連結会計年度

    なお、当中間連結会計期間におい において、従来と同様の方法によ

    て、従来と同様の方法によった場 　 った場合の(１株当たり情報)につ

    合の(１株当たり情報)については、 いては、以下のとおりであります。

    以下のとおりであります。

  1株当たり純資産額　　　152.88円 1株当たり純資産額　　　163.98円

  1株当たり中間純利益　　　6.16円 1株当たり当期純利益　　 16.53円

3． １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 　

　(1)中間連結損益計算書上の中間(当期)純利益 　

　(2)普通株式に係る中間(当期)純利益 　　

　(3)普通株主に帰属しない金額の     該当事項はあり 　　該当事項はあり     利益処分による      7百万円

     主要な内訳 　　     ません     ません 　    取締役賞与

　(4)普通株式の期中平均株式数     34,283,727株   33,598,467株 　　

（７）生産、受注及び販売の状況
(1)．生産実績
  当社グループでは出荷直前に取引契約の締結を行うという業界の慣習、取引形態の特殊性により、受注生産を行なってい

ないため、修理実績、加工実績については事業の種類別セグメントごとの記載を省略しております。

  なお、当社グループの工場における主たる業務は、賃貸及び販売用鋼材の復元修理、加工ならびに在庫管理でありますが、

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における修理及び加工実績は次のとおりであります。

(2)．受注実績
  出荷直前に取引契約の締結を行うという業界の慣習、取引形態の特殊性により、受注高の集計は行なっておりませんので、

当社グループの受注実績及び事業の種類別セグメントごとの記載を省略しております。

(3)．販売実績

加 工 実 績

164.21円

  0.88円

29百万円

29百万円

１株当たり純資産額

構成比(％)

707 78.2

100.0

72.3

6,962 66.1

436

563百万円

556百万円

34,098,329株

(単位:百万円)

(単位:百万円)
 前連結会計年度

金   額

72.6

当中間連結会計期間

88 19.9 120 27.7

100.0

197 21.8

　

修 理 実 績 359 80.1 315

 

区 分
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
金   額 構成比(％) 金   額 構成比(％)

163.76円

16.31円

211百万円

211百万円

905

事 業 の 種 類 別

セ グ メ ン ト の 名 称

前中間連結会計期間
販売高 構成比(％)

　

100.0合 計 448

8.1

重 仮 設 事 業 7,861 74.3

加 工 等 事 業 1,857 17.6

10,529 100.0

金属屋根・デッキ事業 － －

合 計 10,574 100.0

そ の 他 事 業 855

19.0

528 5.0

構成比(％)販売高 構成比(％)

1,642 15.6

1,395 13.3

100.0

 前連結会計年度
販売高

16,159
4,237

－
1,859

22,256

－

8.4
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